
                社会福祉法人昭和村社会福祉協議会　派遣職員の就業規則

第１章　総　　　則

   （趣　旨）
  第１条　この規則は、社会福祉法人昭和村社会福祉協議会職員の就業規則（以下「就業規則
　　」という。）に定めるもののほか、派遣職員の就業に関し必要な事項を定めるものとする。
　２  この規則において「派遣職員」とは、別途、昭和村（以下「村」という。）と締結する
　　「職員派遣に関する協定」（以下「協定」という。）の規定により、村から派遣される職員
　　をいう。

第２章  採　　　用

   （採用手続き）
  第２条　会長は、協定第１条の規定に基づき派遣職員を採用する。
  ２　派遣職員の採用に関しては、前項に定めるもののほか就業規則を準用する。ただし、採
   用時の提出書類に関して、会長が不要と認める場合はこれらの一部又は全部を省略するこ
   とができる。

   （試用期間）
  第３条　新たに採用された派遣職員には、試用期間を設けない。

第３章　服　　　務
                                             　　
   （服　務）
  第４条　派遣職員の服務に関する取扱いは、協定第５条の規定によるほか、就業規則を準用
    する。

第４章　勤務時間、休日及び休暇等

   （休暇等）
  第５条　派遣職員の休暇に関する取扱いは、協定第１０条及び第１１条の規定によるほか、
    就業規則を準用する。                            

   （勤務時間、休日）
  第６条　派遣職員の勤務時間、休日に関する取扱いは就業規則を準用する。

第５章　給　　　与

   （給与の支払）
  第７条　給与は法令に別段の定めがある場合を除くほか、現金で支払わなければならない。
  ２  前項の規定にかかわらず、給与は派遣職員の申出により口座振込の方法によって支払う
    ことができる。

   （給与の種類）
  第８条  派遣職員の給与の種類は、給料及び手当とする。
  ２  給料は、正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、手当を除いたものとする。
  ３  手当の種類は、管理職手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末手
　　当、勤勉手当及び寒冷地手当（昭和村職員の給与に関する条例（昭和４６年条例弟６号。
　　以下「給与条例」いう。）に規定する手当）とする。
  ４  前項の規定にかかわらず、会長は協定第８条弟４項の規定に基づき、派遣職員に当該職
    員が従事する業務の特殊性に応じた手当を支給することができる。

   （給料表及び適用範囲）
  第９条　派遣職員に適用する給料表及び各給料表の適用範囲は、給与条例の適用を受ける職
　　員（以下「昭和村職員」という。）の例による。
  ２  派遣職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度合に基づき、これを給料表に定める職
    務の級に分類するものとし、その分類となるべき標準的な職務の内容は、昭和村職員の例      
    による。
  ３  全ての派遣職員の職務の級は、前項の規定に従い決定し給与を支給するものとする。

   （初任給及び昇格、昇級）
  第１０条　新たに職員となった派遣職員の号給は、昭和村職員に適用される初任給の決定に
    関する基準の例により会長が決定する。
  ２  新たに職員を採用し、又は昇格（職員の職務の級をその上位の級に変更させることをい
    う。以下同じ。）させるには、その採用し、又は昇格させようとする職務の級に適するも
    のと認めた場合に限る。
  ３  派遣職員の昇格及び給料の取扱いは、この規則に定めるもののほか、昭和村職員の例に
    よる。

   （給料の支給及び計算）
  第１１条　給料の計算期間（以下「給与期間」という。）は、月の１日から末日までとし、
    給与期間につき給料月額の全額を支給する。
  ２  給料の支給定日は、その月の２０日とする。ただし、その日が国民の祝日に関する法律



    （昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又は日曜日若しくは土曜日に当たるときは
    、その日前において、その日に最も近い祝日法による休日又は日曜日若しくは土曜日でな
    い日を支給定日とする。
  ３  会長は、災害その他特別の事情により、その必要を認めたときは前項の支給日を変更す
    ることができる。
  ４  新たに職員となった派遣職員には、その日から給料を支給し、昇給、降給等により給料
    額に異動が生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。
  ５  派遣職員が退職したときは、その日まで給料を支給する。
  ６  派遣職員が死亡したときは、その月まで給料を支給する。
  ７  第４項又は第５項の規定により給料を支給する場合であって、給与期間の初日から支給
    するとき以外のとき又は給与期間の末日まで支給するとき以外のときは、その給与期間の
    所定労働日数を基礎として、日割りによって計算する。
  ８  前条及び本条に定めるもののほか、派遣職員の給料の支給及び計算に関しては昭和村職
    員の例による。

   （給料の調整額）
  第１２条　会長は、職務の複雑困難若しくは責任の度合又は勤労の強度、勤務時間、勤労環
    境その他勤務条件が同じ職務に属する他の職に比し著しく特殊な職に対し適当でないと認
    めるときは、その特殊性に基づき給料月額につき適当な調整額表を定めることができる。
  ２  給料の調整を行う派遣職員の職及び調整額の取扱いについては、就業規則を準用する。

   （手当の支払方法）
  第１３条　第８条第３項に規定する手当の支給に関する取扱いは、昭和村職員の例による。
    ただし、寒冷地手当の算定にあたっては、派遣職員の採用は異動とみなす。
  ２  前項にかかわらず、派遣職員の期末手当及び勤勉手当の算定にあたっては、当該職員の
    村における在職期間（勤勉手当においては勤務時間。以下同じ）を職員としての在職期間
    にする。
  ３  第８条第４項に規定する手当の種類及び支給に関する取扱いは、就業規則を準用する。  

                                               
第６章　定年、退職及び解雇

   （定　年）
  第１４条　派遣職員には、定年による退職を適用しない。

   （退　職）
  第１５条　派遣職員の退職に関する取扱いは、協定第４条各号に定める村の職務に復帰する
    場合のほか、就業規則を準用する。

   （解　職）
  第１６条　派遣職員の解職に関する取扱いは、就業規則を準用する。

  
第７章　退　職　金

   （退職金）
   第１７条　派遣職員には、退職金は支給しない。

第８章　表彰及び懲戒

   （表　彰）
  第１８条　派遣職員の表彰に関する取扱いは、就業規則を準用する。

   （懲　戒）
  第１９条　派遣職員の懲戒処分に関する取扱いは、協定第６条の規定によるほか就業規則を
    準用する。

第９章　安全衛生及び災害補償等

   （安全衛生）                                                  　
  第２０条　派遣職員の健康管理に関する取扱いは、協定第２４条の規定による。
  ２  派遣職員の安全衛生に関する取扱いは、協定第１８条の規定による。

   （災害補償）                              
  第２１条　派遣職員の災害補償に関する取扱いは、協定第１８条の規定による。

   （弔意金）                           　
  第２２条　派遣職員がその生命又は身体の危険を顧みることなく、社会福祉法人昭和村社会
　　福祉協議会の業務を遂行したことにより死亡し、身体障害者となった場合の取扱いは、協
　　定第１８条の規定による。

第１０章  研　　　修

  第２３条　派遣職員の研修の取扱いは、協定第２３条によるものとする。

  　附　則　この規則は、平成１４年４月１日から施行する。


